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序     文 
 

独立行政法人国際協力機構は、ニカラグア共和国（以下、「ニカラグア国」）政府からの技術協

力の要請に基づき、2008年 3月 31日から 2013年 3月 30日までの予定で、技術協力プロジェクト

「小規模農家のための持続的農業技術普及計画プロジェクト」を実施しています。 

今般、プロジェクトの中間時である 2年半を経過し、当機構は 2010年 9月 26日から同年 10月

14 日まで当機構の多田融右国際協力専門員を団長とする中間レビュー調査団を現地に派遣し、ニ

カラグア国側の評価チームと合同でこれまでの活動実績等について総合的評価を行いました。こ

れらの評価結果は、日本国・ニカラグア国双方の評価委員による討議を経て合同評価報告書とし

てまとめられ、署名交換のうえ、両国の関係機関に提出されました。 

本報告書は、同調査団による協議結果、評価結果を取りまとめたものであり、今後プロジェク

トの実施にあたり広く活用されることを願うものです。 

終わりに、本調査実施にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、心から感謝の意を表し

ます。 

 

平成 22年 10月 

 

独立行政法人国際協力機構 
農村開発部長 小原 基文 
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現地調査写真 

 
   

パイロット農家の実証・展示圃  土壌保全技術(周辺住民にも普及) 

   

可動式ミクロ育苗施設(農家)  貯水池(保水技術)(農家) 

   

籾殻燻炭の製造(セバコ試験場)  ミミズ堆肥の製造(農家) 



   

FAOから導入の家庭菜園向け栽培技術(袋内に 

ぼかし肥と燻炭、左のパイプ口から液肥で追肥)

 試験場内のトマト圃場(多雨による被害が顕著) 

(左隣の写真のトマトとの明らかな違い) 

   

多雨による被害(斑点細菌病)  FAOの技術(土地の有効利用) 

   

  農民向けマニュアル 

 

簡易灌漑施設(ホースをグループで共有の予定) 

施設自体は 300 米ドル(タンクが 1m3 で 100～150

米ドル) 
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中間レビュー調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ニカラグア共和国 案件名：小規模農家のための持続的農業技術普及

計画プロジェクト 

分野：農業開発 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：農村開発部畑作地帯第一課 協力金額（本評価時点）：1.9億円 

協力期間：2008年 3月～2013年 3月 先方関係機関：農牧技術庁（INTA） 

日本側協力機関名：特になし 

他の関連協力：特になし 

１－１ 協力の背景と概要 

ニカラグア共和国（以下、「ニ」国と記す）は、現在、ハイチに次ぐ中南米最貧国となってい

る。小規模農家（所有面積 14ha 以下の農民。以下、「小農」と記す）が抱える具体的な課題と

しては、土壌肥培管理や病害虫対策を含む技術の不足、市場に関する情報の不足、資材購入や

生産物の販売のための組織化の不足等による生産性・収益性の低さが挙げられ、併せて土壌流

亡や地力低下等の自然資源・環境に与える影響もみられる。その一方で、「ニ」国の政府機関で

農業普及事業を担う農牧技術庁（INTA）は、国際機関等の協力を得て多くの農業技術プロジェ

クトを実施してきているが、それらの技術は小農を含め必ずしも農家レベルにまで普及してい

ないのが現状である。その原因としては INTAの活動予算及び普及員数が少なく、また普及員自

身の技術能力（農家レベルでの作物栽培、営農の知識・経験）が十分でないことが考えられる。

このような背景の下、わが国に対し小農を対象とした持続的農業技術の普及及び普及体制の構

築に関する協力を要請し、「小規模農家のための持続的農業技術普及計画プロジェクト」（2008

年 3月～2013年 3月）を開始した。 

なお、ここでいう持続的農業とは、化学肥料、農薬等の投入を抑制しつつ、それを通じてよ

り安全な食料生産や自然資源と環境の保全に寄与し、生産性と収入の向上をめざす体系である。

今般、プロジェクトが協力期間の中間に至ったことから、技術協力の開始から現在までの実

績と計画達成度を総合的に調査、評価するとともに、プロジェクト後半の活動計画について今

後の協力の枠組みも含め協議し、必要に応じて計画の修正を行うため、中間レビュー調査団を

派遣した。 

 

１－２ 協力内容 

（１）上位目標： 

対象地域の小規模農家に持続的農業技術が普及される。 

 

（２）プロジェクト目標： 

持続的農業技術の普及体制が構築され、対象地域の小規模農家で普及された技術の適用

が始まる。 

 

（３）成果： 

１．持続的農業技術が開発される。 

２．開発された持続的農業技術普及のための研修システムが整備される。 

３．普及員と対象地域の農民が持続的農業技術を習得する。 
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（４）投入（2010年 8月現在） 

日本側： 

専門家派遣  長期専門家 3名（約 76 MM）、短期専門家 2名（約 8 MM） 

本邦研修   4名 

資機材供与  車両、コンピュータ、オートバイなど合計 129,576米ドル 

現地業務費  172,908米ドル 

「ニ」国側： 

C/Pの配置     本部 5名、地域事務所 6名、普及員 32名 

ローカルコスト  757,280米ドル 

施設提供     プロジェクト事務所、倉庫 

２．中間レビュー調査団の概要 

調査団 調査団員数 4名 

（１）団長     多田 融右  国際協力専門員 

（２）計画管理   山中 祥史  JICA農村開発部畑作地帯第一課 担当 

（３）評価分析   久保 英之  グローバルリンクマネージメント株式会社 

（４）通訳     寺邑 陽子  JICE 

調査期間 2010年 9月 27日～2010年 10月 14日 評価種類：中間レビュー調査 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（１）プロジェクト目標の達成見込み 

普及体制については、①普及員が技術普及を行う能力を既に身に付けていること、②定

期的にパイロット農家を訪問し、モニタリング・支援活動を行っていること、を確認した。

また、パイロット農家については、持続的農業技術を既に適用し始めていることを確認し

た。しかし、苗床管理が不十分であるなどの事例もみられることから、パイロット農家に

対する助言は依然として必要である。 

 

（２）上位目標の達成見込み 

技術講習会・フィールドデイを通じて、パイロット農家が周辺農家と持続的農業技術を

共有しつつあることが確認された。また、展示圃では化学肥料・農薬を全く使用していな

い農家においても、展示圃以外の圃場では化学肥料・農薬を使用した農法が実践されてい

た。 

 

（３）各成果の達成状況 

成果１： 

土壌改善分野の技術では、「育苗土」「ぼかし肥」の改良・実用化が行われている。病

害虫防除分野の技術では、小規模温室と育苗トレイを組み合わせた可動式ミクロ育苗施

設を実用化した。また、ニーム・唐辛子・ニンニク・ユーカリなどの葉・種子を素材と

した自然農薬の普及も行っている。 

一方、上記技術の普及・現地適応化に関しては、これまでに 105 カ所の展示・研修圃

場（以下、「展示圃」と記す）をパイロット農家に設定し、技術導入を進めつつある。 

 

成果２： 

これまでに、研修カリキュラム 3 種（有機農法研修用、総合的野菜栽培管理／有機農

法研修用、土壌保全研修用）、及び複数の教材（PDC活動のガイドライン、有機肥料製造
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法のマニュアル、トマトにおける各種微量要素欠乏症の診断表、農家向け各種パンフレ

ット）が制作されている。また、普及員に対して研修を実施できる試験場の研究員が 3

名、PDC 農家において上記技術の現地講習会（フィールドデイ）を開催できる普及員が

10名育成されている。 

 

成果３： 

これまでに 5種類の普及員向け研修が 11回開催され、延べ 195名が参加した。また、

2種類の農民向け研修が 142回開催され、延べ 1,834名が参加した。持続的農業技術に関

する普及員の習得度は進んでいるものの、病虫害など、依然として知見を高める分野は

ある。パイロット農家についても、技術習得度は向上しつつあるが、一部では、可動式

ミクロ育苗施設の管理が適切にできていないなどの課題もみられた。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（１）妥当性 

妥当性は極めて高い。 

本プロジェクトは、「ニ」国の新たな国家農業政策を具現化する主要な手段のひとつと

して INTA関係者に認識されている。また、「ニ」国における野菜生産の約 80％は小農が

担っており、国全体の食料の安全確保、栄養改善に貢献している。 

農業・農村開発は日本の対「ニ」国援助重点分野のひとつであり、中小農に対する生

産活動への支援、栽培技術・種子生産管理・病害虫の総合防除・土壌分析などの関連技

術の研究や普及の重要性が特記されている。 

事前調査では、小農のニーズとして生産と食品の安全性確保及び投入コストの削減が

同定されたが、本調査では、すべてのインタビュー対象者が食の安全性と低コスト性を

評価していた。 

 

（２）有効性 

有効性はかなり高い。 

プロジェクト目標については、指標の数値設定がないものの、現在のパイロット農家

に限っていえば既に達成されつつあるといえる。成果達成からプロジェクト目標達成に

至るロジックについても適切にデザインされている。 

 
（３）効率性 

効率性はかなり高い。 

日本側の投入は、専門家派遣、本邦研修、資機材供与、ローカルコスト負担ともに計

画どおり実施されている。「ニ」国側の投入も、C/P の配置、ローカルコスト負担、施設

の提供が計画どおり行われており、C/Pについては、プロジェクト活動が進展するにつれ、

担当普及員の人数及び投入時間が増加している。 

第三国研修の有効活用により、普及員は主要な持続的農業技術を習得し、展示圃にお

いて導入、農家による実践に結び付けている。 

 
（４）インパクト 

現時点におけるインパクトは限られているが、将来的には高いインパクトが期待できる。

上位目標の達成見込みについては、徐々にではあるが持続的農業技術を実践する小農

が増え始めている。その他の波及効果について、最も重要な収量への影響は、昨年・今

年とも異常気象に見舞われたため評価できないが、多くのパイロット農家は、異常気象
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にもかかわらず、持続的農業技術を導入したことで作物への悪影響は比較的抑えられた

と感じている。 

 

（５）自立発展性 

現時点においても一定水準の自立発展性が備わっているが、今後のプロジェクト活動を

通じて、更に高まっていくものと考えられる。 

政策面について、少なくとも現政権の任期である 2012年 1月までは継続運用される。

組織・制度面について、INTAの普及体制及びパイロット農家／展示圃を核とする一般

農家との持続的農業技術の共有メカニズムは、既にある程度機能している。 

財政面については、現在、日本側が経費負担している技術開発・展示圃活動に対する

INTA側の予算割り当て次第である。 

技術面については、大半の技術は地域資源を材料として生産できるものである。ただ

し、病害虫問題など、普及員の技術的知見が不十分である分野もあるため、引き続き普

及員の知識・実務経験を高めていく必要がある。 

 
（６）効果発現に係る貢献・阻害要因 

１）貢献要因： 

ａ）新たな国家農業政策との一致 

「ニ」国政府は、2000 年代中期、化学肥料・農薬を多用する農業から、低投入及び

有機質肥料・自然農薬の投入を奨励する農業政策へと転換した。本プロジェクトは、

この新たな国家農業政策を具現化する案件として位置づけられたことから、INTA 幹

部・職員の関心を集め、オーナーシップの醸成及び円滑な進捗につながった。 

ｂ）既存の普及制度を利用したプロジェクト活動の推進 

INTAには「普及員⇔村の普及推進係（Promotor）⇔一般農家」という普及制度があ

るが、本プロジェクトは、この制度を強化する形で活動を実施してきた。このため、

普及員・農家の間の情報共有がスムーズに行われた。 

ｃ）短期的な成果が見込まれる持続的農業技術の導入 

インタビューを行った 9 割以上のパイロット農家が、当該技術の導入後 1 年未満で

あるにもかかわらず継続的利用を明言していたが、その理由として、可動式ミクロ育

苗施設、畝立て・等高線栽培・生垣・石垣など、作物栽培の初期段階において具体的

な成果を上げ得る技術が導入されていることが挙げられる。 

２）阻害要因： 

ａ）異常気象 

プロジェクト対象地域では、2010 年 8 月末時点で例年の約 170％の降水量が観測さ

れ、展示圃には病気が広がり、収穫も困難な状況にある。中米では、2年連続で異常気

象が発生しているが、今後も、高い頻度でこのような異常気象が発生する可能性があ

る。その場合、圃場における農業技術の導入のみでは持続的な生産体制を確立するこ

とはできず、治水など、プロジェクトの対応範囲を超えた対応が必要となる。 

 

３－３ 結論 

中間レビュー調査団は、INTAの C/Pと日本人専門家の良好な関係により、本プロジェクトの

活動が大変順調に実施されていること、及び協力期間内における成果・プロジェクト目標の達

成見込みが高いことを確認した。また、評価５項目については、妥当性・有効性・効率性が高

く、インパクト、自立発展性は、プロジェクト開始後 2 年強であることから現段階での評価は

限られているが、今後のプロジェクト活動を通じて高まっていくものと判断された。 
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３－４ 提言と教訓 

３－４－１ 提言 

調査結果に基づき、調査団は以下のとおり提言を行った。 

 

（１）展示圃の適正数 

普及員によるパイロット農家へのフォローアップ活動を維持するため、展示圃活動の

規模は 3～5カ所程度に抑えるべきである。 

 

（２）技術認証システムの導入 

持続的農業技術に関する普及員の習得度を確認する技術認証システムの導入を提案す

る。技術認証システムの作業過程は以下のとおりである： 

１）普及員が当該技術の研修を受ける。 

２）普及員が研修で習得した技術を展示圃に導入する。 

３）普及員とパイロット農家が技術講習会・フィールドデイを実施する。 

４）パイロット農家が普及員により導入された技術を適用する。 

５）パイロット農家が展示圃で技術を実践していることを研究員がモニタリングする。

６）プロジェクトが普及員を認証する。 

 

（３）フィールドデイの強化 

パイロット農家から周辺農家への技術普及に際しては、農家のニーズに応じた技術指

導を行う機会を設けることが望ましい。 

 

（４）現地適用化のための試験 

持続的農業技術を、各地域で入手可能な資源を用いて生産できる技術に改良するため、

各試験場は更なる実証試験を行う必要がある。また、中型苗床管理施設での共同栽培な

ど、グループ活動の促進も視野に入れることが望ましい。 

 

（５）活動予算の確保 

プロジェクト終了後の自立発展性にかんがみ、普及員の農家巡回に係る費用を INTAの

次年度年間計画（Plan Operativo Anual）に組み込む必要がある。 

 

（６）基幹穀物調査 

基幹穀物に関する基礎調査を実施し、状況を把握する必要がある。なお、稲作につい

ては第三国研修を実施したドミニカ共和国の受入れ機関である農牧林研究庁（IDIAF）と

連携し、持続的農業が可能な彦ばえ品種の導入を図る。 

 

（７）女性・家族の参加 

パイロット農家の選定に関しては、女性や家族が積極的にかかわれる農家を優先的に

選ぶことが望まれる。 

 

（８）持続的農業技術の広報活動 

持続的農業技術は、「食の安全」、「土壌環境の保全」など、広く国民生活及び環境保全

に貢献する内容を含んでいることから、これらの情報は広く一般に周知していくことが

望ましい。 
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（９）PDMの改訂 

「ニ」国政府の政策変更を受け、プロジェクトデザインの一部変更及び指標の目標値

設定を行うため、PDMを改訂する必要がある。PDMの変更案は付属資料５のとおり。 

 
３－４－２ 教訓 

（１）技術普及を目的とするプロジェクトは、普及を担当する行政機関がもつ既存の制度と

組織体制を踏まえたうえで、これを強化する形でプロジェクト活動を推進すべきである。

 

（２）新しい技術を農家へ導入する際には、短期的な効果が期待できる技術を含めておくこ

とが有効である。 

 

（３）化学肥料・農薬の低投入による持続的農業は、無投入による有機農業と混同されるこ

とが非常に多いため、明確なメッセージを関係者に向けて発信し続ける必要がある。  
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第１章 プロジェクトの概要 
 

１－１ プロジェクト名称 

小規模農家のための持続的農業技術普及計画プロジェクト 

 

１－２ プロジェクト期間 

2008年 3月 31日～2013年 3月 30日 

 

１－３ プロジェクト対象国、対象地域 

対象国：ニカラグア共和国 

対象地域：中北部（Matagalpa、Jinotega の各県）及び太平洋南部（Masaya、Granada、Carazo、

Rivas、Managuaの各県） 

 

１－４ 受益対象者 

対象地域の小規模農家約 2,200 戸 

 

１－５ プロジェクト実施機関 

ニカラグア農牧技術庁（Instituto Nicaragüense de Tecnología Agropecuaria：INTA） 

 

１－６ プロジェクト概要 

ニカラグア共和国（以下、「ニ」国と記す）は、国土面積 12万 9,000km2、人口は 514万人（2005

年国勢調査）、1人当たり GDPは 1,096米ドル（2009年、「ニ」国中央銀行速報）である。1979年

から 10年以上続いた内戦による国内経済の疲弊の影響も残り、現在はハイチに次ぐ中南米最貧国

となっている。「ニ」国では 2001年に 7月に貧困削減戦略文書（Poverty Reduction Strategy Papers：

PRSP）１（PRSP-I）を策定し、2005 年 12 月に PRSP-II（同年 11 月に策定した国家開発計画を、

世銀と IMFが PRSP-IIとして承認）を策定し、2008年以降は国家人間開発計画（Plan Nacional de 

Desarrollo Humano：PNDH）にて取り組む優先課題を明らかにし、主に貧困削減を最重要テーマと

した政策実施を行っている。 

小規模農家（所有面積 14ha 以下の農民。以下、「小農」と記す）が抱える具体的な課題として

は、土壌肥培管理や病害虫対策を含む技術の不足、市場に関する情報の不足、資材購入や生産物

の販売のための組織化の不足等による生産性・収益性の低さが挙げられ、併せて土壌流亡や地力

低下等の自然資源・環境に与える影響もみられる。その一方で、「ニ」国の政府機関で農業普及事

業を担う INTA は、国際機関等の協力を得て多くの農業技術プロジェクトを実施してきているが、

それらの技術は小農を含め必ずしも農家レベルにまで普及していないのが現状である。その原因

としては INTAの活動予算及び普及員数が少なく、また普及員自身の技術能力（農家レベルでの作

物栽培、営農の知識・経験）が十分でないことが考えられる。 

なお、「ニ」国は、2005年に「有機農法振興国家戦略」を策定し、有機農法を現地の実情に即し

た持続的で競争力のある低コストの代替農業技術のひとつと位置づけて振興を図ろうとしており、

小農にとっても適用可能なひとつの選択肢として有機農業の促進・普及を推進している。 

この戦略に沿った形で小農及び農業普及関係者の抱える問題を解決するためには、普及員の能
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力を向上させ、かつ農家レベルで適応可能な具体的な持続的農業技術の普及体制を構築する必要

がある。このような背景の下、「ニ」国政府はわが国に対し小農を対象とした持続的農業技術の普

及、及び普及体制の構築に関する協力を要請し、「小規模農家のための持続的農業技術普及計画プ

ロジェクト」（2008年 3月～2013年 3月）を開始した。 

なお、ここでいう「持続的農業」とは、一般的に化学肥料、農薬等の投入を抑制しつつ、それ

を通じてより安全な食料生産や自然資源と環境の保全に寄与し、生産性と収入の向上をめざす体

系であり、有機農法や土壌保全技術等も含まれる。 
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第２章 中間レビュー概要 
 

２－１ 中間レビューの目的 

日本側の調査団と「ニ」国側評価チームで合同評価委員会を構成し、現在までの活動内容やそ

の成果・効果等について、計画に対する達成度及び評価５項目の観点から評価する。 

また、その結果を踏まえ、プロジェクト実施上の問題点や、今後のプロジェクト活動について協

議し、合同評価報告書に取りまとめ、両国政府関係機関に報告・提言する。 

 

２－２ 合同評価委員会の構成 

（１）中間レビュー調査団（日本側） 

分 野 氏 名 所 属 

総 括 多田 融右 独立行政法人国際協力機構（JICA）国際協力専門員

評価分析 久保 英之 グローバルリンクマネージメント株式会社 

計画管理 山中 祥史 JICA農村開発部 畑作地帯第一課 

通訳 寺邑 陽子 財団法人日本国際協力センター（JICE） 

 

（２）「ニ」国側評価委員会 

氏 名 所 属 

Lic. Imara Mejía INTA本庁 計画局 研究員 

Ing. Arcenio Rayo INTA中北部地域事務所 研修研究員 

Ing. José Leon Ruiz Medraño INTA中南部地域事務所 研修研究員 

 

２－３ 調査日程 

中間レビュー調査期間は付属資料１に示すとおり、2010年 9月 27日から 10月 8日である。 

 

２－４ 評価手法と評価項目 

２－４－１ 評価手法 

本中間レビュー調査は、「JICA事業評価ガイドライン（2004年 1月：改訂版）」に基づき、プ

ロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）を用いた評価手法にのっとって実施した（表２

－１参照）。PCM手法による評価は、①プロジェクトの諸要素を論理的に配置した PDMに基づ

いた評価のデザイン、②プロジェクトの実績を中心とした必要情報・データの収集、③プロジ

ェクトの実績と現状、及び「妥当性」「有効性」「効率性」「インパクト」「自立発展性」という 5

つの評価観点（評価５項目）に関する情報・データ分析、④分析結果からの提言･教訓の導出及

び報告、という流れから成っている。 
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表２－１ PDMの概要 

上位目標 達成されたプロジェクト目標の貢献が期待される長期の開発目標 

プロジェクト目標 
プロジェクトの終了時までに達成されることが期待される中期的な目

標であり、「ターゲット･グループ」への具体的な便益やインパクト 

成 果 
プロジェクト目標を達成するためにプロジェクトが実現しなければな

らない、短期的かつ直接的な目標 

活 動 成果を達成するために、投入を効果的に用いて行う具体的な行為 

指 標 
プロジェクトの成果、目標及び上位目標の達成度を測るもので、客観的

に検証できる基準 

指標データ入手手段 指標を検証するためのデータ･ソース 

外部条件 
各レベルの目標を達成するために必要な条件であるが、プロジェクトで

はコントロールできない条件 

前提条件 プロジェクトを開始するために必要な条件 

投 入 プロジェクトの活動を行うのに必要な人員･機材･資金など 

 

調査団は 2008年 11月作成の PDM（付属資料２参照）を評価の枠組みとして適用し、「ニ」国

側 C/P 及び日本人専門家、その他関係機関に対して質問票・インタビューを通して情報収集を

行うとともに、プロジェクトの事業対象地域を視察し、普及員や対象地域の農家にインタビュ

ーを行う。 

本評価調査における主なデータ収集方法及び情報源は以下のとおりである。 

・既存資料レビュー（M/M、R/D、事前評価報告書、専門家業務完了報告書等） 

・質問票調査（日本人専門家、INTA研究員・普及員等） 

・キーインフォーマント・インタビュー（日本人専門家、INTA幹部・地域事務所・普及事務

所・試験場、普及員、等） 

・直接観察（展示圃） 

 

２－４－２ 評価項目 

（１）プロジェクトの実績 

プロジェクトの実績は投入、成果、プロジェクト目標及び上位目標の各項目について、

付属資料２に示す PDMにある指標を参照し、その達成状況（または達成見込み）を確認す

る。 

 

（２）実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、技術移転の方法、関係者間のコミュニケーション、モ

ニタリングなど、さまざまな観点に基づき、プロジェクトが適切に運営されたかどうかに

つき検証するものである。さらに、実施プロセスの検証によりプロジェクトの効果発現に

係る貢献要因、阻害要因の抽出を図る。 
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（３）評価５項目に基づく評価 

上記 2 つの項目における検証結果に基づき、プロジェクトは評価５項目の観点から検証

する。評価５項目の各項目の定義は以下の表２－２のとおりである。 

 

表２－２ 評価５項目の定義 

評価５項目 JICA事業評価ガイドラインによる定義 

１． 妥当性 プロジェクトのめざしている効果（プロジェクト目標や上位目標）が

受益者のニーズに合致しているか、問題や課題の解決策として適切

か、相手国と日本側の政策との整合性はあるか、プロジェクトの戦

略・アプローチは妥当か、公的資金である ODA で実施する必要があ

るかなどといった「援助プロジェクトの正当性・必要性」を問う視点。

２． 有効性 プロジェクトの実施により、本当に受益者もしくは社会への便益がも

たらされているのか（あるいはもたらされるのか）を問う視点。 

３． 効率性 主にプロジェクトのコスト及び効果の関係に着目し、資源が有効に活

用されているか（あるいはされるか）を問う視点。 

４． インパクト プロジェクトが実施によりもたらされる、より長期的、間接的効果や

波及効果を見る視点。この際、予期しなかった正・負の効果・影響も

含む。 

５． 自立発展性 援助が終了しても、プロジェクトで発現した効果が持続しているか

（あるいは持続の見込みはあるか）を問う視点。 
出所：JICA事業評価ガイドライン（2004年 1月：改訂版） 

 

上記調査の分析結果を基に、本プロジェクトへの提言と類似プロジェクトへの教訓を抽

出するとともに、日本側及び「ニ」国側側関係者と協議を行い、その結果をスペイン語の

「合同評価報告書」及び M/Mとして取りまとめ、署名・交換した。 
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第３章 プロジェクトデザイン 
 

PDM（2008年 11月作成版）における本プロジェクトの上位目標、プロジェクト目標、成果は以

下に示すとおりである。 

 

３－１ 上位目標 

対象地域の小規模農家に持続的農業技術が普及される。 

 

３－２ プロジェクト目標 

持続的農業技術の普及体制が構築され、対象地域の小規模農家で普及された技術の適用が始ま

る。 

 

３－３ 成果 

１．持続的農業技術が開発される。 

２．開発された持続的農業技術普及のための研修システムが整備される。 

３．普及員と対象地域の農民が持続的農業技術を習得する。 

 

３－４ 本プロジェクトの構成 

上述のとおり、本プロジェクトにはプロジェクト目標達成のために 3 つの成果が設定されてい

る。PDM（2008年 11月作成版）に基づく本プロジェクトの構成は表３－１に示すとおりである。 

 

表３－１ 本プロジェクトの構成 

上位目標 対象地域の小規模農家に持続的農業技術が普及される。 

プロジェクト目標 
持続的農業技術の普及体制が構築され、対象地域の小規模農家で普及された

技術の適用が始まる。 

成果 

１．持続的農業技術が

開発される。 

２．開発された持続的農業

技術普及のための研修シ

ステムが整備される。 

３．普及員と対象地域

の農民が持続的農業

技術を習得する。 
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第４章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

成果及びプロジェクト目標については、本中間レビュー調査の実施時点において指標の具体的

な目標数値が設定されていないため、目標値に対する達成度合いを測ることができない。したが

って、これらの項目については、達成度合いではなく、成果及びプロジェクト目標に係る諸活動

の達成状況について記述する。 

 

４－１ 投入の実績 

プロジェクトが開始された 2008年 3月から 2010年 8月末までの日本側・「ニ」国側の投入実績

は、以下のとおりである。なお、詳細については付属資料３を参照のこと。 

 

４－１－１ 日本側の投入実績 

専門家 長期専門家 3名（約 76 MM）及び短期専門家 2名（約 8 MM）が派遣された。

本邦研修 4名の研修員が本邦研修に参加した。 

資機材供与 
車両、コンピュータ、オートバイなどが供与された。これまでの合計金額は

129,576米ドルである。 

ローカルコスト 現地業務費として 172,908米ドルが支出された。 

 

４－１－２ 「ニ」国側の投入実績 

C/Pの配置 
2010年 9月現在の配置は、本部 5名、地域事務所 6名である。このほか、32

名の普及員がプロジェクト活動に直接関与している。 

ローカルコスト 通常経費として 757,280米ドルが支出された。 

施設の提供 

C/P機関である INTA農業試験場内にプロジェクトの事務所スペースが、北中

部地域試験場及び南部太平洋地域試験場内にプロジェクト用倉庫が確保され

た。 

 

４－２ アウトプットの達成状況 

成果１ 持続的農業技術が開発される。 

成果１の指標 
1-1. 土壌の肥沃度改善と保全に関する持続的な技術が XX種類開発される。

1-2. 農家レベルで適用可能な病害虫管理技術が XX種類開発される。 

 

成果１は、小農が利用できる低コストの持続的農業技術を実用化することを目的とし、特に、

各地域で入手可能な資源や素材を用いた技術の実用化をめざしている。なお、本プロジェクトに

おいて、「開発（スペイン語の desarrollo）」という言葉は、技術開発（導入／改良）、現地適応化／

実践の全過程を内包する用語として用いている。 

土壌改善分野の技術では、「育苗土」「ぼかし肥」の改良・実用化が行われている。「育苗土」に

ついては、さまざまな原材料を組み合わせて苗床試験を行い、ミミズ堆肥と燻炭の育苗土（配合

比率１：１）が最も発芽率・生育状況が良いことを同定した。現在は、非稲作地帯において入手

可能なフリホールの残渣を用いた燻炭製造法と、これを籾殻燻炭の代替材とした育苗土の試験を

行っている。「ぼかし肥」については、原材料の一部であり、本プロジェクト対象地域の一部では
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入手が困難な米糠・フリホール残渣・籾殻燻炭・糖蜜・鶏糞の代替材を既に特定している。病害

虫防除分野の技術では、小規模温室と育苗トレイを組み合わせた可動式ミクロ育苗施設を実用化

した。また、ニーム・唐辛子・ニンニク・ユーカリなどの葉・種子を素材とした自然農薬の普及

も行っている。 

一方、上記技術の普及・現地適応化に関しては、2009年に 33カ所、2010年に 72カ所、合計で

105カ所の展示・研修圃場（以下、「展示圃1」と記す）をパイロット農家に設定している。中間レ

ビュー調査では 11 カ所のパイロット農家（10％）を訪問したが、①すべてのパイロット農家が、

開発された可動式ミクロ育苗施設及び育苗土を導入し、苗床管理・畝立て・定植作業を実践して

いること、②農家周辺で入手可能な代替材を利用した「ぼかし肥」を生産・使用しているパイロ

ット農家も存在すること、を確認した。また、本調査で訪れた農家では、女性が持続的農業技術

の実践、展示圃の運営に直接携わっている事例が少なかったが、「ニ」国側評価団の知見によれば、

地域によっては、20％以上の展示圃が女性の参加により運営されている。 

 

成果２ 開発された持続的農業技術普及のための研修システムが整備される。 

成果２の指標 
2-1. カリキュラム及び研修教材が作成される。 

2-2. 研修講師が XX人育成される。 

 

成果２は、成果１で開発した技術及び国内外で利用されている既存の持続的農業技術を INTAの

普及員が習得するため、INTA内部において研修体制を整備することを目的としている。なお、既

存の持続的農業技術については、現地に適応可能な形に改良した上で導入している。 

研修カリキュラム及び教材については、以下のものがこれまでに制作されている。 

・有機農法研修会のカリキュラム 

・総合的野菜栽培管理／有機農法研修のカリキュラム（1泊 2日：約 20名程度） 

・土壌保全研修会のカリキュラム 

・PDCに係る活動ガイドライン 

・有機肥料（固体及び液体）製造法に関するマニュアル 

・トマトにおける各種微量要素欠乏症の診断表 

・小規模農家向けパンフレット形式各種教材〔ぼかし肥製造法、液肥製造法、簡易育苗施設導

入法（固定式及び可動式）、マルチング導入法、畝立て導入法〕 

    

また、研修講師の育成については、普及員に対して研修を実施できる試験場の研究員が 3 名、

PDC農家において上記技術の現地講習会（フィールドデイ）を開催できる普及員が 10名育成され

ている。 

                                                        
1 展示圃は、普及員とパイロット農家が共同で持続的農業技術を導入・実践する実証圃場という役割と、周辺農家に技術を普及

するための研修圃場という役割を併せ持つ。 
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成果３ 普及員と対象地域の農民が持続的農業技術を習得する。 

成果３の指標 
3-1. XX人の農民が研修を受ける。 

3-2. XX人の普及員が研修を受ける。 

 

成果３は、普及員、展示圃を運営するパイロット農家及び周辺の小農に対して持続的農業技術

の研修を実施するものである。これまでに、延べ 1,834名の農民、及び延べ 195名の普及員が研修

を受けた。具体的な研修名及び参加者数は以下のとおりである。 

 

研修名 
参加者合計（開催回数） 

2008 2009 2010 合計 

技術講習会 686（61） 848（71） 1,534（132）

フィールドデイ 300（10）  300 （10）

第三国での持続的農法研修 35 （2） 17 （1） 52  （3）

土壌保全技術研修 37 （2）  37  （2）

有機農法研修 72 （2）  72  （2）

総合的野菜栽培管理研修 30 （2） 30  （2）

普及体制・有機農業技術の本邦研修 2（1） 2 （1） 4  （2）

 

本調査では、対象地域内にある 7カ所の普及事務所の普及員 19 人（全普及員 42人の 45％）に

対して直接インタビューを行い、農業技術の習得度についても一定の確認を行った。基本的に、

プロジェクトで導入された持続的農業技術に関する基礎的理解は十分であると思われた。しかし、

応用的な知識については、一部誤った理解もみられていた。例えば、日本人専門家によると、モ

ザイク病は感染すると治療方法がないので、発病した株を抜き取って処分することとなるが、数

名の普及員は石灰硫黄合剤を散布することで対応できると考え、パイロット農家にそのような助

言を行っていた。このことは、持続的農業技術に関する普及員の習得度は進んでいるものの、依

然として知見を高める必要があることを示している。 

パイロット農家について、本調査で訪問した農家の技術習得度は向上しつつあったが、一部で

は、可動式ミクロ育苗施設の管理が適切にできていないなどの課題もみられた。 

また、本調査では、持続的農業技術の適用に対する行動変容が普及員とパイロット農家の双方

に生じていることも観察された。 

 

４－３ プロジェクト目標の達成予測 

プロジェクト目標 
持続的農業技術の普及体制が構築され、対象地域の小規模農家で普及され

た技術の適用が始まる。 

プロジェクト目標

の指標 

１．INTAの持続的農業技術の普及体制が構築される。 

２． XX 戸以上の小規模農家がプロジェクトで検証された持続的農業技術

を適用する。 

 

プロジェクト目標については、指標１の記述が具体性に欠けるものの、普及員が育成され、パ

イロット農家が普及員から技術を習得し、実践するようになること、であると解釈できる。 

普及体制について、中間レビュー調査に先立って実施した普及員への質問票調査の結果によれ

ば〔分析対象は全質問項目に答えた普及員 21人（全体の 50％）〕、展示圃において普及員が導入し
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た持続的農業技術は平均で 1人 13種類（標準偏差 4.9）2であり、各パイロット農家の訪問頻度は月

2～3回が 76％、月 4回以上が 24％であった。これらの結果は、①普及員が技術普及を行う能力を

既に身に付けていること、②定期的にパイロット農家を訪問し、モニタリング・支援活動を行っ

ていること、を示している。また、本調査では普及員 19人に対してインタビューを行ったが、全

員が持続的農業技術の有用性を認め、積極的に農家へ実践を働きかけていくことに強い関心を抱

いていた。また、普及体制のメカニズムについては、展示圃の企画・運営に関する提案書方式が

既に確立し、2009 年の第 1 作期より、2 度にわたり実施されている。提案書方式とは、普及員が

パイロット農家と協力して展示圃における技術の導入計画を立案し、日本人専門家が INTA農業試

験場の研究員と共にこの計画書を精査、フィードバックを行い、その改訂版計画書に基づいて普

及員が展示圃を設置するというものである。このため、提案書方式のプロセスは、持続的農業技

術の導入計画に係る普及員の能力強化プロセスとして機能する。これらの調査結果から、普及員

の育成制度は既に確立し、普及員は持続的農業技術を習得後、農家への技術導入を図っている、

ととらえることができる。 

また、本調査では全パイロット農家 105戸のうち 11戸（10％）を訪問したが、すべての農家が

1つ以上の持続的農業技術を普及員の助言なしで実践できるようになっていた。普及員に対する質

問票調査では、「パイロット農家は普及員による技術支援なしに持続的農業技術を実践できるか」

という質問に対し、「非常によくできる（Muy Bien）」と回答した普及員が 29％、「できる（Bien）」

が 67％であった。これらの結果から、パイロット農家は持続的農業技術を既に適用している、と

とらえることができる。しかし、苗床管理が不十分などの事例もみられることから、パイロット

農家に対する助言は依然として必要であるといえる。 

 

４－４ 上位目標の達成予測 

上位目標 対象地域の小規模農家に持続的農業技術が普及される。 

上位目標の指標 

１．440戸以上の小規模農家（小規模農家の 20％）がプロジェクトで検証さ

れた持続的農業技術を適用する。 

２．小規模農家の化学肥料の使用量が 20％削減される。 

３．小規模農家の農薬の使用量が 20％削減される。 

 

上位目標は、パイロット農家の展示圃で導入された技術が、周辺の小農に普及することをめざ

している。今回の中間レビューでは、上位目標の指標に係る定量的な調査を実施していないが、

以下に述べるとおり、数年後の上位目標達成に向けて着実に実績を積み上げつつある。 

本中間レビュー調査では、11 戸のパイロット農家を訪問したが、8 戸（73％）において 1 つ以

上の持続的農業技術が周辺農家と共有され、彼らの圃場で実践されていることが示唆された。ま

た、普及員に対する質問票調査では、「農家周辺の小規模農家も、展示圃で学んだ持続的農業技術

を適用し始めていますか？」との質問に対して、「よく適用されている（Muy Bien）」と回答した

普及員が 10％、「適用し始めている（Bien）」が 33％であった。 

パイロット農家が周辺農家と持続的農業技術を共有する方法は 3つある。1つは、個々の持続的

                                                        
2 普及員1人当たりの導入技術数が平均で13種類という数字は、現場の感覚と比較して多めの数字であるというコメントが日本

人専門家から挙げられた。可能性として、本質問票に回答した普及員は、実際に導入した技術のみならず、パイロット農家に

口頭で伝えただけの（導入はしていない）技術も回答に含めていることが考えられる。 
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農業技術を周辺農家と共に実践する技術講習会、1つは展示圃の成果を周辺農家に紹介するフィー

ルドデイ、もう 1 つは農家同士が自発的な相互訪問を通じて技術を学ぶ機会、である。上述した

周辺農家との技術共有は、これらのメカニズムを通じて実際に行われたものと考えられる。 

化学肥料及び農薬の使用について、本調査で訪問したパイロット農家では、展示圃において化

学肥料・農薬を全く使用していない農家及び一定量を使用していた農家の両方が観察された。後

者の農家について使用量の変化は把握できていないが、以前と比べれば削減されていると考えて

よい。しかし、展示圃において化学肥料・農薬を全く使用していない農家であっても、展示圃以

外の圃場では、以前と同様、化学肥料・農薬を使用した農法が実践されている。 

 

４－５ 実施プロセス 

４－５－１ 全体の進捗 

プロジェクト活動の進捗は、全体として非常に順調である。開始当初、JICA の技術協力プロ

ジェクトの枠組みに関する情報共有の不足や、普及員が農家訪問の際に使用するオートバイの

ガソリン代不足により、プロジェクト活動が影響を受けたこともあったが、これらの課題はす

べて逐次解決され活動停滞に至ることはなかった。C/P 機関である INTA は 2010 年 1 月に組織

改編を行ったが、この改編に伴うプロジェクトへの悪影響はほとんどなく、むしろ、普及部門

と試験研究部門が統合されたことにより、持続的農業技術の試験研究活動と現場ニーズが統合

されていく可能性が高まった。 

 

４－５－２ 関係者間のコミュニケーション 

プロジェクトにかかわる関係者間のコミュニケーションは、基本的に良好である。本プロジ

ェクトの実施にかかわる主要アクターは、日本人専門家、INTA幹部・研究員（地域事務所・試

験場）・普及員、パイロット農家、周辺の小農であるが、これら全アクターの間で、「化学肥料・

農薬の低投入と有機肥料・自然農薬の利用」、「低コスト」、「安全な食」、「環境保全」、「土壌保

全」というプロジェクトの方向性に関する認識は共有されている。特に、日本人専門家の優れ

たチームワーク及び日本人専門家と主な INTA幹部・研究員・一部普及員間のコミュニケーショ

ンの良好さは、プロジェクトの順調な進捗に大きく貢献していると考えられる。一方、関係者

の中には、化学肥料・農薬の低投入という考え方ではなく、化学肥料・農薬を使用しない有機

農業の普及・実践という理解をしている者も存在するが、このような誤解は、日常的なコミュ

ニケーション不足に起因するというよりも、有機農業志向をもつ個人の潜在意識及び「ニ」国

政府の文書である「有機農業振興国家戦略（2005年）」の存在に影響されているものと考えられ

る。コミュニケーション上の課題としては、農家訪問を行う普及員が、圃場において発見した

自分では解決できない問題点を研究員や日本人専門家に対して迅速かつ的確に伝える体制が整

備されていないことが挙げられる。 

 

４－５－３ マネジメント体制 

プロジェクト運営全体の意思決定に係る定期的な正式会合としては、本部・地域事務所との

月例会合及び合同調整委員会（JCC）がある。また、上述したように、関係者間のコミュニケー

ションが極めて良好であることから、インフォーマルな形で意思決定過程の共有が行われてい

る。本調査期間中も、プロジェクトの意思決定に係る問題提起はいっさい聞かれず、逆に INTA
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側からは良好なコミュニケーションに対して高い評価が与えられた。 

プロジェクト活動の進捗は順調であり、活動進捗に関するモニタリング・情報共有は十分に

行われているが、一方で、普及員によるパイロット農家への技術移転活動（以下、「展示圃活動」

と記す）のモニタリングについては、持続的農業技術に関する知見をもつ地域事務所と試験場

の研究員が不定期に行っているものの、十分な体制が整っているとは言い難い。現段階では、

日本人専門家がパイロット農家を巡回し、展示圃において観察された課題を普及員にフィード

バックしている。プロジェクト終了後は、試験場・地域事務所の研究員がモニタリングの役割

を担っていくものと推察されるが、研究員の人数は少なく、かつ多忙であるため、現在の体制

下で定期的なモニタリング業務に従事することは難しい。 

プロジェクト活動は PDM及び活動計画（PO）に沿って実施されているが、これまでに改訂が

行われることはなく、中間評価の段階で指標の数値設定は行われていなかった。 

 

４－５－４ 政府・INTAの方針変更 

「ニ」国政府は 2007年に食糧増産政策を策定し、プライオリティ作物として基幹穀物、コー

ヒー、カカオ、根菜類、野菜類、家畜、牧草を選定した。2010年 1月、INTAはこの方針に合わ

せて組織改編を行い、総合的栽培管理部（MIC プログラム）を設置した。MIC は 3 つのサブプ

ログラムから構成され、そのひとつが「持続可能な農業サブプログラム」であり、ここに本プ

ロジェクトが位置づけられている。INTAの組織改編を受けて、本プロジェクトも、2010年 3月

の JCCで対象作物を変更し、従来の野菜類（トマト、ピーマン、タマネギ、キャベツ）に加え、

新たに基幹穀物（トウモロコシ、フリホール豆、コメ）を対象作物として位置づけた（同時に、

果樹が対象作物から外れた）。また、上記の INTA 組織改編・作物変更を受け、プロジェクトの

対象地域にマナグア地域事務所を加えることも 2010年 3月の JCCで合意された。 

 

４－５－５ 関係者のオーナーシップ 

本プロジェクト活動に対する関係者のオーナーシップは非常に高い。地域事務所・試験場の

研究員及び普及員の大半は、低投入・有機代替による持続的農業技術の開発・普及を自らの業

務としてとらえ、活動に従事している。プロジェクトとの連携活動が多い北中部地域試験場及

び南部太平洋地域試験場では、野菜栽培に携わる小農を対象としたクリーンで低コストの農業

技術開発を組織の一事業として位置づけ、MIC プログラム総括のイニシアティブの下、研究員

は各々の分野で技術開発及び普及員との情報交換に従事している。普及員については、プロジ

ェクトの資金支援を受けた展示圃活動に従事している普及員のみならず、それ以外の普及員も

持続的農業技術の導入に関心をもち、農家への導入を働きかけている。本中間レビュー調査で

インタビューを行った 19人は、全員が持続的農業技術の有用性を認め、今後も継続して農家へ

の普及を働きかけていきたいという考えを表明した。 

一方、展示圃の運営を行うパイロット農家については、インタビューを行った 11 戸中、1 事

例を除く 10 戸が持続的農業技術の有用性を認め、今後も継続して実践していくと明言した。1

戸については、展示圃活動を開始したのが 2 カ月前であり、現段階では持続的農業技術の有効

性を確信するまでには至っていないとのことであった。しかしながら、持続的農業技術を導入

しない場合であっても、農地のごく一部では実験的に継続したいとの意向を示し、当該技術へ

の期待を示唆した。 
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４－６ 効果発現に貢献した要因 

４－６－１ 新たな国家農業政策との一致 

「ニ」国政府は、2000 年代中期に農業政策を変更し、それまでの化学肥料・農薬を多用する

農業から、化学肥料・農薬の低投入及び有機質肥料・自然農薬の投入を奨励する農業政策へと

方針転換した。新政策は、以前より INTA関係者の間で必要性が議論されていた政策であったこ

とから、机上の方針にとどまらず、現場において実施すべきものという性格を帯びていた。ま

た、2009 年 5 月には、環境保全型農業振興に係る上位政策である「農村・農牧分野における食

料・栄養安全保障政策」を策定し、持続的農業技術普及の政策的根拠を確固たるものとした。

本プロジェクトは、このような政策環境下で開始されたことから、新たな国家農業政策を具現

化する案件として位置づけられ、INTA幹部の関心を集めると同時に、プロジェクト活動の進捗

及び効果発現に対する情報がプロジェクトにかかわる INTA 職員及び日本人専門家の間で円滑

に共有されることとなった。関係者がプロジェクトの基本的な考え方を共有してきたことは、

INTA幹部及び関係職員のプロジェクトに対するオーナーシップ醸成及び円滑な進捗に大きく貢

献したと考えられる。 

 

４－６－２ 既存の普及制度を利用したプロジェクト活動の推進 

小農への技術普及が順調に進んでいる理由として、INTAがもつ既存の普及制度を踏まえたう

えで、これを強化する形でプロジェクト活動を推進してきたことが挙げられる。INTAには「普

及員⇔村の普及推進係（Promotor）⇔実証圃を運営するパイロット農家、技術講習会・フィール

ドデイ」という普及制度があるが、本プロジェクトは、この制度にのっとって活動を実施して

きた。このため、普及員・農家ともコミュニケーションのあり方に慣れており、持続的農業技

術の普及に際しても情報共有がスムーズに行われたものと考えられる。 

 

４－６－３ 短期的な成果が見込まれる持続的農業技術の導入 

展示圃を設定したパイロット農家は、以前、化学肥料・農薬を多用した農業を行っていたた

め、本プロジェクトに参加する段階において、少なくとも低投入・有機利用農業に対して一定

の不信感を抱いていたものと考えられる。実際、インタビューを行った農家の中には、当初、

持続的農業技術に懐疑的であったことを示唆した者もいた。しかしながら、インタビューを行

った 9 割以上のパイロット農家が、当該技術の導入後 1 年未満であるにもかかわらず、継続的

利用を明言している。その理由として、作物栽培の初期段階において具体的な成果を上げ得る

技術が導入されていることが挙げられる。例えば、可動式ミクロ育苗施設、畝立て・等高線栽

培・生垣・石垣などの土壌保全工事、ミミズ堆肥、などである。土壌保全技術は、今年のよう

に大雨であっても土壌流出を防止し、ミミズ堆肥は育苗土の肥沃度を改善した。 

ただし、農薬の適切な使用は持続的農業技術の一部であり、今回の中間レビュー調査におい

て観察された多くの普及員・パイロット農家による脱化学肥料・農薬志向には注意を要する。 

 



 

－14－ 

４－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

４－７－１ 異常気象 

プロジェクト対象地域では、8月末時点で、例年の約 170％の降水量が観測されており3、異常

気象の様相を呈している。本調査でインタビューを行ったパイロット農家は、1 戸を除き 2010

年に設定されたもので、大雨による病気発生のためまだ十分な収量が得られていない。調査団

が状況を確認した展示圃は 6 カ所であったが、定植を行っていない 1 カ所を除く 5 カ所の展示

圃では病気が発生し、このうちの 1 カ所では既にトマトが全滅していた。日本人専門家の観察

によれば、他の 2カ所について結実はしているものの収穫まで至らない可能性が高く、残りの 2

カ所についても、直ちに適切な対処を行えば多少の収穫は見込めるが、農家が病気対応を拒ん

だ場合、全滅の可能性が高まるとのことであった。 

中米では、昨年（2009 年）の雨期には旱魃が起こり、今年は水害に見舞われるなど、2 年連

続で異常気象が発生している。これが、地球規模で散見される気候変動の影響によるものであ

るとすれば、今後も、高い頻度でこのような異常気象が発生する可能性がある。その場合、圃

場における農業技術の導入のみでは持続的な生産体制を確立することはできず、治水など、プ

ロジェクトの範囲を超えた対応が必要となる。 

 

                                                        
3 INETER（Instituto Nicaragüense de Estudios Territoriales）資料。 
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第５章 評価５項目による評価結果 
 

５－１ 妥当性 

「ニ」国の新政策、日本の対「ニ」国援助方針、プロジェクトのデザイン、農家のニーズとい

う観点からみて、妥当性は極めて高い。 

４－６－１で記述したとおり、本プロジェクトは「ニ」国政府の新たな国家農業政策を具現化

する主要な手段のひとつとして INTA関係者に認識されており、同時に、これまでの活動成果から、

本プロジェクトが新政策の目的達成に貢献していることは既に実証されつつあるといえる。また、

「ニ」国における野菜生産の 80％は小農が担っており4、彼らを受益者とした持続的農業技術の普

及活動は国全体の食料の安全確保、栄養改善に貢献しているといえる。 

農業・農村開発は日本の対「ニ」国援助重点分野のひとつである。特に、抜本的な貧困問題の

解決のため零細農家や中小農に対する生産活動への支援を進めること、及び栽培技術、種子生産

管理、病害虫の総合防除、土壌分析などの関連技術の研究や普及の重要性が特記されている。持

続的農業技術の現地適応化を通じた小農への支援を目的とする本プロジェクトは、これらの方針

に合致しているといえる。 

プロジェクトのデザインは、持続的農業技術を開発したうえで、これを普及員が習得するため

の研修システムを整備し、育成された普及員がパイロット農家を中心とする小農に普及していく

というものである。INTAの実施体制に即していえば、試験場の研究員が技術開発に携わり、普及

員がこれを習得、パイロット農家に普及し、パイロット農家の展示圃を研修サイトとして周辺の

小農がこれを習得していく、という体制となる。これまでの活動成果から、持続的農業技術はこ

こで述べたようなメカニズムを通じて小農まで普及しつつあり、本プロジェクトのデザインが妥

当であることは既に実証されているといえる。 

事前調査では、小農のニーズとして生産と食品の安全性確保及び投入コストの削減が同定され、

これらのニーズに応えるため持続的農業技術の普及という考え方がプロジェクトの基本的コンセ

プトして採用された。本中間レビュー調査では、1割のパイロット農家から情報収集を行ったとこ

ろ、基本的にすべてのインタビュー対象者が食の安全性と低コスト性を評価しており、本プロジ

ェクトが農家のニーズを満たすものであったことは既に実証されているといえる。 

 

５－２ 有効性 

プロジェクト目標の達成見込み及び成果達成とプロジェクト目標達成の関係性という観点から

みて、有効性はかなり高い。 

プロジェクト目標については、指標の数値設定がないものの、４－３で述べたように現在のパ

イロット農家に限っていえば既に達成されつつあるといえる。 

成果達成からプロジェクト目標達成に至るロジックについて、現行 PDMに記載されている成果

指標のロジックは「教材作成講師育成普及員の研修受講」となっており、「普及員の研修受講」

とプロジェクト目標の指標である「農家による技術適用」の間のロジックに飛躍が存在する。し

かし、実際には、普及員が展示圃を設置するという過程が間に存在し、研修を受けた普及員がプ

ロジェクトの予算で農家と共に試行錯誤する機会が設定されていることから、成果プロジェク

                                                        
4 INTA本部における聞き取り情報。 
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ト目標のロジックは適切にデザインされているととらえられる。 

 

５－３ 効率性 

投入の実施状況及び活用という観点からみて、効率性はかなり高い。 

日本側の投入は、専門家派遣、本邦研修、資機材供与、ローカルコスト負担ともに計画どおり

実施されている。「ニ」国側の投入も、C/P の配置、ローカルコスト負担、施設の提供が計画どお

り行われており、C/Pについては、プロジェクト活動が進展するにつれ、担当普及員の人数及び投

入時間が増加している。 

投入の活用について、日本人専門家は、可動式ミクロ育苗施設の実用化をはじめとする持続的

農業技術の開発、及び展示圃を中心とした INTA普及員育成制度の整備に貢献するなど、適切な役

割を果たした。「ニ」国側 C/Pは、本部・地域事務所・試験場・普及事務所とも、真摯な姿勢と実

務能力とを併せ持つ人材が配置されており、パートタイムでありながらプロジェクトの順調な進

捗と成果、プロジェクト目標の達成に向けて精力的に業務を行っている。資機材供与の中心は、

プロジェクト用車両、INTA用コンピュータ及び普及員用オートバイであるが、基本的に良好な管

理が行われている。 

特筆すべきは、第三国研修の有効活用である。2008年、2009年、2010年に有機農業研修をコス

タリカ及びドミニカ共和国で行ったが、普及員は主要な持続的農業技術である「ぼかし肥」「コン

ポスト」「有機液肥」などの技術を習得し、展示圃において導入、農家による実践に結び付けてい

る。 

 

５－４ インパクト 

上位目標の達成見込み、その他の波及効果という観点からみると、現時点におけるインパクト

は限られているが、将来的には高いインパクトが期待できる。 

上位目標の達成見込みについては、４－４で述べたように、徐々にではあるが持続的農業技術

を実践する小農が増え始めている。技術講習会及びフィールドデイという共有メカニズムによっ

てパイロット農家と周辺農家の間で技術共有が進み、地域社会における人的資源が強化されてい

ることから、105戸のパイロット農家が上位目標の数値目標である 440戸の周辺農家と持続的農業

技術を共有し、彼らがこれを適用することは、数年以内に達成されるものと考えられる。 

その他の波及効果について、最も重要な収量への影響は、昨年・今年とも異常気象に見舞われ

たため評価できないが、多くのパイロット農家は、異常気象にもかかわらず、持続的農業技術を

導入したことで作物への悪影響は比較的抑えられたと感じている。しかし、異常気象が続く場合

には収穫減が続くことも想定される。このような事象は、プロジェクトの外部条件が満たされな

い条件下で発生するものであり、プロジェクトの責任範囲を超えている。 

また、負のインパクトは特に認められない。 

 

５－５ 自立発展性 

政策面、組織・制度面、財政面、技術面という観点からみて、中間レビュー時点においても一

定水準の自立発展性が備わっているが、今後のプロジェクト活動を通じて、更に高まっていくも

のと考えられる。 

政策面について、「ニ」国政府は 2009 年 5 月に環境保全型農業振興に係る上位政策である「農
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村・農牧分野における食料・栄養安全保障政策」を策定しており、また INTAは持続的環境技術普

及政策を実施していることから、少なくとも現政権の任期である 2012年 1月までは継続運用され

ると考えられる。また、政府の環境保全型農業振興政策は前政権の時に開始されたものであり、

2012年の 1月以降に新政権が誕生した場合にも、継続的に採択される可能性はある。 

組織・制度面については、①INTA は既に「普及員⇔村の普及推進係（Promotor）⇔一般農家」

という普及体制をもっており、ある程度は機能している、②本プロジェクトで推進しているパイ

ロット農家／展示圃を核とする一般農家との持続的農業技術の共有メカニズムも、既にある程度

は機能している、という状況にある。 

財政面については、現在、持続的農業技術の開発及び展示圃への導入に係るコスト、及び普及

員の交通費に対して日本側が経費負担を行っており、これらの項目に対する INTA側の予算割り当

てが鍵となる。 

技術面については、「可動式ミクロ育苗施設」や「石灰硫黄合剤」など、地域資源では作成・生

産できない持続的農業技術も存在するが、大半の技術は地域資源を材料として生産できるもので

ある。このため、一度生産方法を習得すれば、普及員の支援がなくとも生産可能となる。また、

病害虫問題など、普及員の技術的知見が不十分である分野があるため、持続的農業技術による営

農を成功させるためには、引き続き普及員の知識・実務経験を高めていく必要がある。 
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第６章 結 論 
 

中間レビュー調査団は、INTAの C/Pと日本人専門家の良好な関係により本プロジェクトの活動

が大変順調に実施されていること、及び協力期間内における成果、プロジェクト目標の達成見込

みが高いことを確認した。また、評価５項目については、妥当性・有効性・効率性が高く、イン

パクト・自立発展性は、プロジェクト開始後 2 年強であることから現段階での評価は限られてい

るが、今後のプロジェクト活動を通じて高まっていくものと判断された。 

自立発展性は、持続的農業技術をパイロット農家が適用することで、周囲の農家がこれらの技

術の有効性を観察し、適用していくことから、おのずと高まっていくものと考えられる。 
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第７章 提言及び教訓 
 

７－１ 提 言 

７－１－１ 展示圃の適正数 

展示圃活動については、現在、各々の普及員が 1～3カ所の展示圃を担当し、活動を行ってい

る。これまでの経験から、展示圃を運営するパイロット農家が持続的農業技術を十分に習得す

るためには 1 年間のプロジェクト支援では不十分であり、2 年目もフォローアップが必要であ

る。このため、普及員が行う展示圃活動の規模を拡大しすぎると、各展示圃での活動時間が制

限され、パイロット農家を訪問して技術的助言を行う機会が損なわれる可能性が高い。したが

って、展示圃活動の規模は、ある程度は拡大するにせよ、少なくともプロジェクト期間中は 3

～5カ所程度に抑えるべきである。 

 

７－１－２ 技術認証システム（Metodología）の導入 

持続的農業技術に関する普及員の習得度を確認するため、技術的な知識・実務能力を認証す

るシステムの導入を提案する。これは、当該技術に関する基本的理論の理解、展示圃活動・モ

ニタリングの実践、フィールドデイ・技術講習会の開催など、一連の関連知識や実務能力を備

えた普及員に対して与えるもので、普及員の技術力向上に対するインセンティブとしての役割

も果たす。技術認証システムの作業過程は以下のとおりである。 

・普及員が当該技術の研修を受ける。 

・普及員が研修で習得した技術を展示圃に導入する。 

・普及員とパイロット農家が技術講習会・フィールドデイを実施する。 

・パイロット農家が普及員により導入された技術を適用する。 

・パイロット農家が展示圃で技術を実践していることを研究員がモニタリングする。 

・プロジェクトが普及員を認証する。 

 

７－１－３ フィールドデイのフォローアップ 

パイロット農家から周辺農家への技術普及に際しては、技術講習会及びフィールドデイを通

じて行っているが、より効果的な普及を行うためには、特定技術の指導（技術講習会）及び展

示圃の成果発表（フィールドデイ）のみならず、農家のニーズに応じた技術指導を行う機会を

設けることが望ましい。 

 

７－１－４ 現地適用化のための試験 

育苗土・ぼかし肥・自然農薬などの持続的農業技術を、各地域で入手可能な資源を用いて生

産できる技術に改良するため、各試験場は更なる実証試験を行う必要がある。また、持続的農

業技術のより効果的・効率的運用のため、たとえば簡易灌漑システムを導入した中型苗床管理

施設での共同栽培など、グループ活動の促進も視野に入れることが望ましい。 

 

７－１－５ 活動予算の確保 

プロジェクト終了後の自立発展性にかんがみ、普及員の農家巡回に係る費用を INTAの次年度

年間計画（Plan Operativo Anual）に組み込む必要がある。 
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７－１－６ 基幹穀物調査 

INTAの政策変更に伴い、プロジェクトは対象作物に基幹穀物を加えたが、基幹穀物に関して

は対象地域の作付状況・技術的課題等に関する調査を行っていないため、早急に基礎調査を実

施し、状況を把握する必要がある。なお、基幹穀物のうち、稲作については第三国研修を実施

したドミニカ共和国の受入れ機関である農牧林研究庁（IDIAF）と連携し、持続的農業が可能な

彦ばえ品種の導入を図る。 

 

７－１－７ 女性・家族の参加 

持続的農業技術は多様な技術体系を擁していることから、女性を含め、家族総出で取り組め

る農業である。このため、パイロット農家の選定に関しては、女性や家族が積極的にかかわれ

る農家を優先的に選ぶことが望まれる。 

 

７－１－８ 持続的農業技術の広報活動 

本プロジェクトで導入している持続的農業技術は、「食の安全」「土壌環境の保全」など、広

く国民生活及び環境保全に貢献する内容をもっている。これらの情報は、農牧林業省（MAGFOR）、

INTA関係者のみならず、広く一般に周知していくことが望ましい。 

 

７－１－９ PDMの改訂 

中間レビュー調査では、「ニ」国政府の政策変更を受けたプロジェクトデザインの一部変更及

び指標の目標値設定を行うため、PDMを改訂する必要がある。PDMの変更案については付属資

料５を、変更点とその理由については以下の表７－１に示す。 

 

表７－１ PDMの変更点と変更理由 

項目 修正前 修正案 修正理由 

対象地域 

中北部（Matagalpa, Jinotega

各県）及び太平洋南部

（Masaya, Granada, Carazo, 

Rivas, Managua各県） 

中北部（Matagalpa, Jinotega

各県）太平洋南部（Masaya, 

Granada, Carazo, Rivas 各

県 ） 及 び マ ナ グ ア

（Managua県） 

太平洋南部事務所管轄の Managua 

普及事務所が、2010 年初頭の INTA

組織改編により、マナグア地域事務

所管轄となったため。 

受益者 
対象地域の小規模農家約

2,200戸 

対象地域の小規模農家約

2,100 戸（全小規模農家数

13,257戸） 

各展示圃農家が 10 戸以上の周辺農

家に技術普及を行うことを目標とす

る。 

協力期間 2008年 3月～2012年 9月 2008年 3月～2013年 3月 最終評価時から、終了時に変更。 

対象作物 野菜、果樹 

野菜（タマネギ、トマト、

キャベツ、ピーマン）、基

幹穀物（水稲、フリホール

豆、トウモロコシ） 

当初、野菜はタマネギ、トマト、キ

ャベツであったが、INTAからの要望

を受けピーマンを追加した。2009年

8 月、政府は基幹穀物振興を国家戦

略としたため、基幹穀物（水稲、フ

リホール豆、トウモロコシ）を対象

作物に加え、果樹を削除する。 
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上位目標の

指標 

１．440戸以上の小規模農

家（小規模農家の 20％）

がプロジェクトで検証さ

れた持続的農業技術を適

用する。 

840 戸以上の小規模農家

（小規模農家の 40％）が

プロジェクトで導入され

た持続的農業技術を実践

する。 

＊目標数をより高い水準に設定。 

＊用語としては、「検証」より「導入」

が実態に即している。 

２．小規模農家の化学肥料

の使用量が 20％削減され

る。 

３．小規模農家の農薬の使

用量が 20％削減される。 

（削除） 

目標は小規模農家が技術を実践する

ことにあり、指標としては上記１で

十分である。化学肥料・農薬の使用

量削減は、技術適用の効果であって、

直接的な指標ではない。 

プロジェク

ト目標 

持続的農業技術の普及体

制が構築され、対象地域の

小規模農家で普及された

技術の適用が始まる。 

持続的農業技術の普及体

制が強化され、対象地域の

小規模農家で習得された

技術の適用が始まる。 

＊「普及」の定義を明確にする。 

＊INTA には既存の普及体制がある

ことから、展示圃活動の導入は、同

体制を「強化」することになるとい

える。 

プロジェク

ト目標の指

標 

2012年 9月までに、 

１．INTA の持続的農業技

術の普及体制が構築され

る。 

2013年 3月までに、 

１．5 割以上の普及員が 2

つ以上の技術認証を受け

る。 

＊プロジェクト目標の達成はプロジ

ェクト終了時までに達成することと

する。 

＊プロジェクト目標でいう「普及体

制の強化」とは、普及員が展示圃の

計画・技術導入、フォローアップ・

モニタリングという一連の活動をル

ーチン業務として実践することであ

る。技術認証とは、これらの活動を

実践する普及員の各技術に関する知

識・実務能力を認定するものである。

２．XX戸以上の小規模農

家がプロジェクトで検証

された持続的農業技術を

適用する。 

２．70％の展示圃農家がプ

ロジェクトで導入された

持続的農業技術を実践す

る。 

プロジェクト目標の対象は展示圃農

家である。検証普及の変更は上位

目標の指標と同様。 

成果 

１．持続的農業技術が開発

される。 

２．開発された持続的農業

技術普及のための研修シ

ステムが整備される。 

３．普及員と対象地域の農

民が持続的農業技術を習

得する。 

１．持続的農業技術が開発

（desarrollo）される。 

２．持続的農業技術普及の

ための技術認証システム

（metodología）が整備され

る。 

３．対象地域の農家が持続

的農業技術を習得する。 

技術認証システム導入に伴う成果の

概念整理。１は技術開発とし、開発

は普及・実践までをも含む desarrollo

概念とする。２は普及員育成のため

のシステムづくりに関する成果、３

は現場レベルでの展示圃活動に関す

る成果とする。技術認証過程には展

示圃活動も含まれるが、PDM 上で

は、上述のとおり概念的に峻別する

ものとする。 

成果の指標 

2012年 9月時点において 

1-1. 土壌の肥沃度改善と

保全に関する持続的な技

術が XX種類開発される。 

1-2. 農家レベルで適用可

能な病害虫管理技術が XX

種類開発される。 

2012年 9月までに、 

1-1. 持続的な技術が 4 種

類開発される（土壌の肥沃

度改善に関するものが 2

種類、農家レベルで適用可

能な病害虫管理技術が 2

種類）。 

 

１については、1つにまとめる。 
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2-1. カリキュラム及び研

修教材が作成される。 

2-2. 研修講師が XX 人育

成される。 

 

2-1. 持続的農業の技術認

証カリキュラムが技術毎

に作成される。 

2-2. 一人以上の普及員が

持続的農業の技術認証を

受ける。 

２については、技術認証のカリキュ

ラムが作成され（2-1）、実際にカリ

キュラムに従って認証を受けた者が

誕生した時点で（2-2）、認証方法が

確立されたものとする。 

 

3-1. XX人の農民が研修を

受ける。 

3-2. XX人の普及員が研修

を受ける。 

3-1. 210以上の展示圃が設

定される。 

3-2. 2,100 人以上の農民が

研修を受ける。 

３は、パイロット農家に展示圃が設

定され（3-1）、展示圃を利用した技

術講習会・フィールドデイに対象農

家が参加する（3-2）という一連の過

程とする。 

投入 

１．長期専門家: 

1）チーフアドバイザー／

栽培技術 

2）有機肥料（製造、施肥） 

3）業務調整／研修・普及 

２．短期専門家（第三国主

体、本邦）熱帯果樹（有機）、

病害防除、害虫防除、土壌

保全等 

専門家派遣（長期、短期）

専門分野： 

栽培技術／普及／有機肥

料（製造、施肥）／土壌保

全／研修／水稲栽培／病

虫害防除／組織化等 

業務調整 

 

派遣専門家の担当分野については、

必要に応じて特定する。 

活動 

1-1. 対象地域における小

規模農家の野菜・果樹栽培

の現状と課題に関する調

査 

1-1. 対象地域における小

規模農家の野菜・果樹・基

幹穀物栽培の現状と課題

に関する調査 

新たに基幹穀物を含める 

 

 

 

1-2. 既存の持続的農業技

術に関する調査 

1-2. 既存の持続的農業技

術に関する調査 

 

 

1-3. 持続的農業技術の開

発並びに検証 

1-3. 持続的農業技術の開

発並びに検証 

 

 

1-4. 展示圃場の設置 

 

1-4. 対象作物の持続的農

業技術の開発 

1-4. 対象作物ごとの栽培技術開発 

2-1. 研修教材と研修カリ

キュラムの作成 

2-1. 研修教材と研修カリ

キュラムの作成 

2-2. 普及員への研修は２に移動 

 

2-2. 研 修 講 師 の 育 成

（INTA技術者） 

2-2. 普及員に対する研修

の実施 

2-3. 技術認証システムづくりのた

めの諸活動 

 2-3. 普及員の技術習得度

測定のための基準開発 

 

3-1. 普及員に対する研修

の実施 

3-2. 対象地域の農民に対

する研修の実施 

3-1. 展示圃の設置 

3-2. 対象地域の農民に対

する研修の実施 

3-3. 展示圃のモニタリン

グ 

 

3-1. 展示圃活動は３に移動 
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指

標

入

手

手

段 

上位目

標 

モニタリング調査など 小規模農家へのアンケー

ト 

指標変更に伴う見直し。 

プロジ

ェクト

目標 

終了時評価調査時の INTA

及び農家らのアンケート

調査など 

普及員・展示圃農家へのア

ンケート 

指標変更に伴う見直し。 

成果 

1-1. プロジェクトの調査

研究報告書、試験圃場及び

農家からの聞き取り調査 

1-2. 1-1と同じ 

1-1. プロジェクトの実績

報告書、及び展示圃農家へ

のアンケート 

 

指標変更に伴う見直し。 

2-1. プロジェクトの実績

報告書など 

2-1. プロジェクトの実績

報告書 

 

2-2. プロジェクトの実績

報告書など、INTA 研究員

からの聞き取り調査 

2-2. 同上 

 

 

3-1. 研修実施報告書、普及

員及び農民からの聞き取

り調査 

3-2. 3-1と同じ 

3-1. プロジェクトの実績

報告書 

3-2. 同上 

 

 

７－２ 教 訓 

（１）技術普及を目的とするプロジェクトは、普及を担当する行政機関がもつ既存の制度と組織

体制を踏まえたうえで、これを強化する形でプロジェクト活動を推進すべきである。INTAの

場合、「普及員⇔村の普及推進係（Promotor）⇔一般農家」という体制が既に存在し、本プロ

ジェクトは、この体制を強化する形でプロジェクト活動を実施してきた。そのため、情報共

有は比較的スムーズに進み、技術移転も進展した。 

 

（２）新しい技術を農家へ導入する際には、短期的な効果が期待できる技術を含めておくことが

有効である。本プロジェクトでは、持続的農業技術導入の初期段階でコスト削減など目に見

える効果が現れたので、農家は、収穫が不良であったにもかかわらず、持続的農業技術の継

続的な実践へのコミットメントを表明していた。 

 

（３）化学肥料・農薬の低投入による持続的農業は、無投入による有機農業と混同されることが

非常に多いため、明確なメッセージを関係者に向けて発信し続ける必要がある。本プロジェ

クトの場合も、低投入による持続的農業技術の普及というプロジェクトの主旨は当初より明

らかであったにもかかわらず、関係者の中には有機農業の普及と理解している者が少なくな

い。このような誤解は、化学肥料・農薬の適正利用を進めるべき普及員の技術力向上を妨げ

ることにつながるため、プロジェクトの主旨を明確に発信し続け、関係者の適切な理解を促

す必要がある。 
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第８章 調査団所感 
 

（１）「ニ」国側の高いオーナーシップ、日本人専門家内の良好なチームワーク、日本・「ニ」国

双方の円滑なコミュニケーションにより、プロジェクトは大きな成果を上げていることを確

認できた。この先方機関との良好な関係を維持しながら今後の活動を進展させれば、プロジ

ェクト目標の達成のみならず、プロジェクト終了後の先方機関のオーナーシップに基づく継

続的な活動の展開や、本プロジェクトで強化した普及体制の組織的な導入の可能性も期待で

きると思料される。 

 

（２）特にプロジェクト後半の活動としては、普及員の技術能力・指導能力の向上や対象農家の

継続的な指導・フォローアップ体制の強化を含む「技術認証システム」の確立に注力してい

くことが望まれる。 
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第９章 特記事項 
 

９－１ 技術認証システムについて 

７－１－２にも記載のとおり、普及員による展示圃での活動の一連の「プロセス」の評価を通

じ、持続的農業技術の個別技術について INTAから普及員に与えられるのが「技術認証」である。 

本調査においては以下のようなメリット・デメリットが挙げられた。メリットについてはプロ

ジェクト目標のために大きく貢献するものであることが予想されるが、デメリットについては

INTA内外に対して配慮していく必要がある。 

    

（１）メリット 

・普及員自身の活動への動機づけにつながる。 

・普及員に個々の技術についての理解・指導能力が定着する。 

・研究員等の高次の技術者が普及員の活動状況や農家圃場の状況をモニタリングする機会と

なる。 

・能力強化された普及員同士の交流による技術リソースとしての普及事務所の役割が強化さ

れる。 

・農家自身が自立して技術の実践を行える状況を把握することができる。 

 

（２）デメリット 

・本プロジェクト以外の普及員との差別化につながる。（プロジェクトに参加する普及員のみ

が展示圃をもち、認証を受けられる） 

・パイロット農家及び農家推進員への技術認証を現時点で考慮することができない。（マーケ

ット未整備によるインセンティブがないため） 

 

９－２ 稲作について 

（１）稲作地帯で得た情報は以下のとおり。 

１）栽培農家の状況 

・水稲の生産量は 70％が中・小規模農家による。（小；1～35ha、中；～70ha、大；それ以

上） 

・全国で 16,000農家で約 9,000haの耕作面積 

・栽培は直播がほとんど。品種は INTA-ドラドが最も多く、その他 INTA-チュナンデガなど。 

・単位当たり収量は 2t/ha（低い）との情報だが、情報源によりさまざま（多くが乾燥地で

の栽培のため収穫率が低い）。詳細な調査は行われていないため、情報は少ない。 

・コメの 1人当たりの消費量は 45kg/年（メイズ 65kg/年に次ぐ） 

・フリーホール豆・メイズは生産過剰で北中米に輸出しているが稲作の自給率は約 80％。 

２）栽培面での課題 

・農薬の使用は多い（農薬散布のための飛行場もある）。その他、土地の準備や灌漑の不備、

病気管理などさまざま。 

３）流通面の課題 

・精米企業が限られる（セバコ地域で 8社）。収穫期に精米業者に受注が集中するが、大規
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模農家が優先されるため、小農や小規模組合は収穫後倉庫等での保管が必要となる。し

かし、小農は倉庫を保有しないものがほとんどであるため、乾燥前に仲介業者に安く販

売する状況となっている。 

４）台湾の支援 

・水稲を対象とする台湾-INTAのプロジェクトが 2件実施されていた。今後、プロジェクト

で稲作を行ううえで、その活動内容の把握と、必要に応じた連携が検討される。 

①協同組合への台湾の支援プロジェクト（約 80万米ドル） 

【組合の概況】 

・180マンサーナ（約 130ha）を 10世帯で管理〔うち、150マンサーナ（約 105ha）

で水稲栽培〕 

・水稲は 26年前より栽培。INTA、MAGFORより研修面でのサポートを得る。 

【INTAの協力】 

・組合の土地を INTAの調査・試験に提供。組合は労働力を提供。 

・適宜、情報を交換。生産面での技術支援を INTAより得る。 

・地域の小農との交流会の経験有り。 

 

  

組合敷地内の INTAの試験栽培 施肥試験（鉄分と亜鉛の比較） 

 

②INTA稲作試験センターのプロジェクト 

・施設の建設から圃場の整備まで台湾の支援でセンターを

設立。 

・主に台湾品種と地元品種を用いた育種の実施。 

・施設面積は 5.6ha、プロジェクト対象地区の周辺約 80ha

で導入 

・品種が栽培・普及されている様子。 

・詳細は対応者がなかったため、外観及び圃場の様子のみ。 
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左が INTA-チナンデガ、右が INTA-ドラド 

条播・灌漑有り。生育状況は良好。 

試験場内の様子。4 棟の新設施設と試験圃場

を保有。 

 

（２）今後のプロジェクトでの稲作の扱いについて 

小農向けの「持続的農業」に関する技術としては以下の 2 つが、プロジェクト期間中に実

施可能であると検討できる。INTA-台湾プロジェクトとの連携の可否（試験圃場の利用等）、

プロジェクトにて稲作農家の現状調査を行ったうえで、実施の判断をすべきと思われる。 

    

１）彦ばえ品種の導入 

ドミニカ共和国より彦ばえ品種の導入試験を、台湾-INTAの試験圃場等で行う（台湾側と

の調整が必要）。彦ばえ品種の導入により、収穫後の籾殻の利用、稲藁の焼却処分による環

境負荷軽減、収量の向上（年 2～3回の収穫）が見込まれる。ただし、残り 2年半というプ

ロジェクト期間にかんがみ、小農への普及については、２）で後述の水管理が実施できる

農家での適用程度である。 

２）水管理技術の利用 

彦ばえ品種は一度目の収穫後の水管理が重要となる。ドミニカ共和国のプロジェクトよ

り導入を想定している品種のための水管理に関する既存の情報・技術があるため、上に述

べた彦ばえ品種の導入と併せて試験場レベルで試験・実証を行うことは可能と思われる。 

 

９－３ その他、評価委員会にて提案のあった事項 

（１）普及員の技術力向上を目的としたモニタリング活動 

普及員の巡回指導をモニタリングする体制（人員・仕組み）がない。試験場研究員、普及

事務所長等が適時にモニタリングできることが望ましいが、研究員の数やモニタリングを行

う人員の専門性に制限がある。そのため、プロジェクト残存期間で実施可能な体制は現時点

で判断はできないが、定期的なモニタリングと緊急性を要するモニタリング双方で検討を行

っていく必要がある。 

 

（２）持続的農業技術の科学的な検証 

本プロジェクトが開発・改良・導入している技術は、農家レベルで体験的にその有用性が

認められている。今後はその体験的な有効性が科学的に検証されることが望ましいが、試験

場レベルの施設整備・技術等に課題がある。 
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（３）技術カタログの作成 

持続的農業技術の普及性を高め、また普及員・研究員の技術習得度の促進のために、持続

的農業技術を体系的に編集した技術カタログの必要性が提唱された。ただし、各作物・技術

ごとのマニュアルの作成はプロジェクトで行えるものの、予算的に INTAの組織としての技術

カタログの作成・発行は困難である。 
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